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第１章　基本的事項 

 

1．計画策定の背景 

 

（１）気候変動の影響 

　地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関

わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つである。既に世界的に平

均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測されているが、2023（令和５）年３月に

公表された IPCC 第６次評価報告書（AR6）では、猛暑や豪雨の増加は地球温暖化の進行に

直接関係して拡大することなどが示された。地球温暖化の進行に伴い、それらのリスクは今

後更に高まることが予測されるが、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「法」とい

う。）第１条において規定されているとおり、気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこと

とならない水準で大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を防止すること

は人類共通の課題である。 

 

（２）国際的な動向 

　2015（平成 27）年、フランス・パリで開催された COP21 において「パリ協定」が採択され、

世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑

える努力を追求すること、適応能力を向上させること等が規定された。また、2018（平成

30）年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」を受け、世界各国で 2050（令和 32）年ま

でのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がった。 

 

（３）国内の動向 

　2020（令和２）年 10 月、政府は、2050（令和 32）年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする「2050 年カーボンニュートラル」、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し

た。2021（令和３）年４月、地球温暖化対策推進本部において、2030（令和 12）年度の温室

効果ガスの削減目標を 2013（平成 25）年度比 46％削減することとし、さらに、50％の高

みに向けて、挑戦を続けていく旨が公表された。また、2021（令和３）年６月に公布された

「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」では、2050（令和32）年まで

の脱炭素社会の実現を基本理念として位置付けた。 

　さらに、2021（令和３）年６月、国・地方脱炭素実現会議において「地域脱炭素ロードマップ」

が決定され、脱炭素化の基盤となる重点施策（屋根置きなど自家消費型の太陽光発電、公共

施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や改修時の ZEB 化誘

導、ゼロカーボン・ドライブ等）を全国津々浦々で実施すること等が位置付けられた。また、同

年 10 月には地球温暖化対策計画の５年ぶりの改定となる閣議決定がなされ、2050 年カー
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ボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していくこと、中期目標として

2030（令和 12）年度において温室効果ガスを 2013（平成 25）年度から 46％削減するこ

とを目指し、さらに、50％の高みに向け挑戦を続けていくという新たな削減目標も示された。

そのほか、政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき

措置について定める、政府実行計画の改定も行われている。 

 

由布市では、2013（平成 25）年４月１日に「由布市環境基本条例」を施行し、これに基づき、

環境に関する総合的な計画として 2016（平成 28）年３月に「由布市環境基本計画」した。同

計画に定める一部のプロジェクトは、法第 21 条第３項に基づく地方公共団体実行計画（区域

施策編）を兼ねていたが、第２次計画の改定にあたり再編し、気候変動適応法第１２条に基づ

く「地域気候変動適応計画」としても位置づけることで、地球温暖化対策に対する方針・取組

をこれまで以上に強化し加速していく。 

　 

２．計画目的 

本計画は、法第 21 条第 1 項に基づき都道府県及び市区町村に策定が義務付けられてい

る温室効果ガスの排出量の削減のための措置に関する計画として策定するものである。 

本計画の策定・推進により、 

○市内の温室効果ガスの実質的な排出の抑制に寄与 

　○グリーン購入を積極的に推進することにより、循環型社会の構築に寄与 

　○省エネルギー、省資源の取組による事務経費（光熱水費等）の削減 

　○対策への知識蓄積により、市民や事業者への効果的な情報提供や助言、環境配慮 

行動の支援が可能になる 

等の効果が期待され、ひいては由布市行財政改革の行政経費削減につながるものである。 

　事務事業の実施にあたっては、本計画に基づき温室効果ガス排出量の削減目標の実 

現に向けてさまざまな取組を行い、地球温暖化対策の全庁的な推進を図る。 

 

図１　事務事業編策定による効果の波及イメージ（出典：環境省 HP） 
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３．基準年度・計画期間・目標年度 

本計画においては以下のように設定する。 

〇　基準年度（※１）・・・平成２９年度（2017年度） 

〇　計画期間・・・・・・・令和６年度　～　令和１２年度（2030年度） 

〇　目標年度・・・・・・・令和１２年度（2030年度） 

 

基準年度については第２次計画と同年度を設定した。市の大規模組織再編（本庁舎方式へ

の移行）の翌年度であること、湯布院複合施設建設に伴う仮庁舎運用をしていない年度であ

ること、新型コロナウイルス感染症による社会的影響を受けていない年度であること等を勘

案したものである。 

また、由布市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）との整合を図り、計画期間を令和12

年度（2030年）まで延長し、同年度を目標年度とする。【令和7年度改定】 

 

参考）第２次計画以前の設定状況 

「由布市地球温暖化対策実行計画」（以下「第１次計画」という。）では、平成23年度から平

成27年度までの５年間とし、基準年度を平成21年度とした。しかしながら、市有施設の増加

や移転、市役所の本庁舎方式への移行、電力排出係数の変更の影響により、同年度を基準と

し、削減目標を定め評価することが難しいことを勘案し、「第２次由布市地球温暖化実行計画」

（以下「第２次計画」という。）では、市役所の本庁舎方式への移行の翌年度にあたる平成29

年度を新たな基準年度として設定した。その上で、第２次計画では計画期間を令和元年度か

ら令和５年度までの５年間とし、令和５年度を目標年度とした。 

 

※１　各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するための基準として、地方公

共団体が独自に設定する年度。 

 

４．対象範囲 

本計画は、本市が行う全ての事務・事業とし、出先機関等を含めた全ての組織、施設及び公

用車を対象とする。計画期間中、施設の新設等があった場合は随時追加して計画対象とする。

ただし、評価においては新設等を含む場合と新設等を含めない場合に分けて算出するものと

する。 

なお、指定管理者制度等により外部委託を実施している事務事業、及び消防本部は対象外

であるが、可能な限り受託者等に対して本計画の趣旨に沿った取組の実践を要請する。 

また、市営住宅等個人の住居に供される施設や道路関係（トンネル、街灯等）は対象外とする。 
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第３次計画における該当施設一覧表 

※２　令和３年３月に由布・大分環境衛生組合が解散し、同組合が所管したし尿処理施設は

「環境衛生センター」として由布市環境課に移管されたため、該当施設に追加する。 

 

５．対象とする温室効果ガス 

本計画で削減対象とする温室効果ガスは、法第２条第３項で定められた７種類（※３）のう

ち、排出量の大部分を占める二酸化炭素（CO2）とする。 

 

※３　二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン（うち政令で定めるもの）、

パーフルオロカーボン（うち政令で定めるもの）、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素 

 施設分類 主な施設

 庁舎 本庁舎、挾間庁舎、湯布院庁舎

 火葬場・斎場・墓地 庄内火葬場　雲浄苑、湯布院火葬場　望岳苑

 廃棄物処理施設 環境管理センター、環境衛生センター（し尿処理施設）※２

 下水道施設 

（農業集落排水施設）

農業集落排水施設（挾間町三船地区・挾間町来鉢地区・ 

庄内町東長宝地区）

 上水道施設 水道事業施設

 観光施設 由布川峡谷関係施設

 保養施設 湯布院健康温泉館、みことピア、庄内ゆうゆう館

 学校施設 幼稚園、小学校、中学校

 集会施設 公民館（挾間公民館を除く）、由布川地域交流センター

 文化施設 挾間公民館（健康文化センターはさま未来館）

 博物館等 由布市歴史民俗資料館

 体育施設 グラウンド、体育館、B＆G 海洋センター、スポーツセンター

 その他教育施設 学校給食センター

 その他施設 旧学校施設
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第２章　基準年度（平成 29 年度）における二酸化炭素の排出状況 

 

１．基準年度の二酸化炭素排出量 

本市の事務及び事業における基準年度の二酸化炭素総排出量は、4,455.00t-CO2であ

る。消防本部を除いた第１次計画での基準年度排出量（2009（平成21）年度、3,360.515 

t-CO2）から24%以上増加している。主な要因として、電力使用に対する二酸化炭素排出量

の増加（平成21年度比20％以上の増加）による影響によるものと思慮されるが、排出係数

の変更等により単純比較することは困難である。 

 

・エネルギー種類別二酸化炭素排出量の内訳 

※　排出量は、小数点第１位を四捨五入している。 

 

 

【エネルギー種類別二酸化炭素排出量の内訳】 

 

電力

83.2%

灯油

7.8%

ガソリン

4.4%

A重油

2.6%

その他

1.9%

電力

灯油

ガソリン

A重油

その他

 区　分 排出量（t-CO2）

 二酸化炭素（CO2） ４，455．00t-CO2

 

項目 単位 H29使用量
H29排出量 

（t-CO2）

 

燃
料
の
使
用

ガソリン L 79,519.9 184.6

 灯油 L 243,383.5 606.1

 軽油 L 8,199.9 21.2

 Ａ重油 L 40,150.0 108.8

 液化石油ガス（LPG） kg 20,118.1 60.3

 他人から供給された電力の使用 kWh 7,867,638.6 3,474.0



- 6 - 

　・各課における排出量（平成 29 年度実績） 

　※４　本庁舎については、水道課、健康増進課、保険課及び教育総務課において管理し、本

庁舎に常時駐車している公用車の排出量も合算している。 

 

 

 部局 課名 施設分類・主な施設 施設数 排出量 

（t-CO2）

 

市

　長

　部

　局

総合政策課・ 

財政課
旧学校施設 5 3.02

 水道課 水道施設 7 1,067.37

 
環境課

火葬場・廃棄物処理施設・

農業集落排水施設
8 231.67

 商工観光課 由布川峡谷関係施設 2 0.94

 健康増進課 湯布院健康温泉館 1 470.33

 挾間振興局 

地域振興課

挾間庁舎・由布川地区交流

センター
2 111.29

 庄内振興局 

地域振興課
本庁舎※４・みことピア 2 545.90

 湯布院振興局 

地域振興課
湯布院庁舎 1 156.80

 

教
育
委
員
会

教育総務課 阿蘇野小学校 1 15.20

 
学校教育課

学校施設（阿蘇野小学校を

除く。）、学校給食センター
22 958.19

 
社会教育課

公民館・文化施設・庄内 

ゆうゆう館・博物館等
7 401.02

 スポーツ振興課 体育施設 13 493.27

 合計 71 4,455.00
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第３章　計画の目標 

 

１．全体目標 

 

　　基準年度に対し、令和１２年度（２０３０年度）における二酸化炭素排出量を 

　　４６％以上削減 することを目標とする。 

 

　本値は、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく「年平均１％以上のエネルギー消

費効率改善の努力義務」に準じて設定したものである。 

 

２．個別目標 

全体目標の達成に向け、次のとおりエネルギー種類別に数値目標を掲げる。 

とりわけ、排出量全体の80%以上を占めている電力を最重点目標とする。 

※　排出量は、小数点第１位以下を端数処理している。 

 

３．水道使用量及びコピー用紙購入量の削減 

水道使用量及びコピー用紙購入量の削減は、二酸化炭素排出量の削減に間接的に寄与す

るものである。数値目標としては掲げないが、毎年度減少させるよう努める。 

 

区　分
基準年度排出量 

（平成 29 年度）
削減目標

目標年度排出量 

（令和１２年度）

 

二酸化炭素（CO2）
4,455.00 

t-CO2

４６％以上 ２，405．70 

t-CO2

 

項　目
H29排出量 

（t-CO2）

R12排出量 

目標値 

（t-CO2）

減少率

 

燃
料
の
使
用

ガソリン 184.6 145.0 21.5％

 灯油 606.1 480.0 20.8％

 軽油 21.2 18.0 15.1％

 Ａ重油 108.8 48.0 55.9％

 液化石油ガス（LPG） 60.3 30.0 50.2％

 他人から供給された電力の使用 3,474.0 1,684.7 51.5％

 合計 ４，4５5.0 2,405.7 46.0％
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第４章　具体的な取組 

 

１．取組の方針 

本計画の目標を達成するため、温室効果ガス排出の抑制等に配慮した「取組の方針」を次

のとおり定め、具体的な目標を設定して取り組む。ただし、公民館・図書館等住民サービスを

主体としている施設については、住民サービスの質に影響を与えない範囲で取り組む。 

昨今の情勢から特筆すべき点として、蛍光ランプの製造等がその種類に応じ令和９年末ま

でに禁止されることとなったが、これは令和５年 11 月に開催された「水銀に関する水俣条約

第５回締約国会議」において合意されたものである。こうした背景から照明の LED 化は将来

的に必須であり、計画的な転換を要するものといえる。 

 

２．取組内容 

取組の方針に基づき、具体的な取組内容を次のとおり定める。 

　市長部局及び教育委員会の課、議会事務局、農業委員会事務局、監査委員事務局並びに選

挙管理委員会事務局（以下「課等」という。）並びに施設においては、その取組内容を十分検

討し、計画的かつ積極的に取り組む。 

　　　　　　　　　 

（１）省エネルギーの推進 

①職員ひとりひとりの日常業務による取組 

 照明 １．始業前、昼休み（窓口を除く。）、終業後（時間外勤務をする場合を除く。） 

の消灯徹底 

２．会議室、トイレ、倉庫、給湯室等は使用時間外の消灯徹底 

３．業務に支障のない範囲で電灯を間引く 

４．定時退庁（ノー残業デー）の一層の推進や事務の簡素化、計画的な業 

務執行による時間外勤務短縮に伴う照明時間の縮減

 OA 機器 １．ＰＣ、コピー機、プリンター等は、省エネモード（画面の明るさ等を抑えるな

ど）に設定 

２．長時間離席時にスリープモード（無操作状態一定時間経過後画面自動消

灯）などの活用 

３．退庁時、使用しないコピー機・プリンター等の電源オフ、可能なものは電

源プラグを抜く

 空調 １．冷暖房の設定温度の適正管理 

２．空調等の効率化のため、空調していない部分に通じる出入口を開放しな

い（戸締り徹底）、カーテン・ブラインドの活用 

３．クールビズ・ウォームビズの実施
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②運用管理・メンテナンス 

 

③庁舎・公共施設への省エネ設備機器の導入 

 

 

 

 その他 

機器類

１．給湯設備等の適正な温度調節、未使用時の口火消火（閉庁日の元火消火） 

２．エレベーター使用を避け、階段の使用

 公用車 １．エコドライブ（急発進・急加速・アイドリングストップ、タイヤ空気圧の点検

など）の励行 

２．合理的な走行ルートの選択による効率的・合理的な運行 

３．近距離の場合、公用車を使用せず徒歩や自転車の活用 

４．同じ目的地に複数課で向かう場合は、可能な限り相乗り 

５．可能な範囲でマイカー通勤の自粛（徒歩、自転車や公共交通機関の利用）

 電気・燃料 １．電気・燃料使用量の把握

 空調 １．定期的な点検や清掃、吹出口の障害物の撤去 

２．室外機に対し、よしず等による日除けの実施

 機器類 １．コピー・プリンター等の集中管理の徹底、台数の見直し 

２．テレビ、冷蔵庫、その他機器の利用実態に応じた適正配置 

３．自動販売機を省エネ型へ変更、台数の削減、通電時間の見直し

 水 １．節水コマの使用、バルブの調整、低水圧など水道使用量の調整

 公用車 １．公用車の集中管理、適正配置・台数の見直し 

２．公用車の走行距離、燃料使用量などの実態把握 

３．点検・整備（タイヤ空気圧の調整・黒煙排出状況の点検等） 

４．自転車の配備・点検

 照明 １．ＬＥＤなど省エネ型照明機器の導入 

２．廊下やトイレなど人が常駐しない場所への人感センサーの導入

 空調 １．省エネルギー基準に適合した空調設備の導入 

２．高断熱ガラス・二重サッシの導入

 機器類 １．機器の交換・購入時に省エネ性能の高い製品の選択 

２．高効率型のエレベーターへの更新 

３．節水型トイレやトイレの流水擬音装置の導入

 公用車 １．ハイブリット車、電気・水素自動車（ガソリン車にあっては低燃費かつ低排

出ガス認定車）の積極導入

 建物 １．新築や大規模改修時には ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化の検討
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（２）再生可能エネルギーの導入推進 

庁舎・公共施設への再生可能エネルギー設備について検討し、率先して導入する。 

なお、導入にあたっては、周辺の自然環境や良好な生活環境との調和に十分配慮する。 

１．設置可能なすべての公共施設（敷地含む）に太陽光等の再エネ設備の導入 

２．災害時の非常用電源の確保として蓄電池の導入 

３．電気事業者からの調達する電力について、再生可能エネルギー由来の電力の導入 

 

（３）省資源・リサイクルの推進 

①職員ひとりひとりの日常業務による取組 

 

②運用管理 

 

（４）緑化の推進 

公共施設の敷地内や周辺の植栽・芝生化による緑化に努め、緑地の適正な管理を行う。 

 用紙 １．両面コピーの徹底、縮小印刷（２in１など）の実施、ミスプリント防止（印刷

プレビューの事前確認など） 

２．片面使用済み用紙（裏紙）や使用済み封筒等の再利用 

３．会議等資料や照会文書の必要最低限のコピー及び電子化の推進 

４．資料等発送時の過剰包装や過剰梱包の廃止 

５．庁内ＬＡＮシステム等電子媒体の活用し、文書や決裁の電子化による 

ペーパーレス化

 その他 

物品

１．詰替品、リサイクル製品、グリーンマーク製品、省エネ製品等を優先的に選

択し、グリーン購入の推進 

２．使い捨て製品の使用抑制 

３．物品類の長期使用、不具合の際の修繕再利用 

４．ファイル・図面袋の再利用 

５．適正数の購入

 水 １．節水の徹底

 廃棄物・ 

リサイクル

１．ごみ分別（可燃、ペットボトル、資源プラ、古紙等、不燃）の徹底 

２．不用紙のリサイクルボックスを設置し資源化・再利用の励行 

３．昼食等購入時の割り箸、プラ袋等の使用抑制（マイ箸・マイバッグ） 

４．マイボトル持参によるペットボトル等の容器包装の削減 

５．水切りによる生ごみ減量の推進

 用紙 １．用紙使用量の把握・管理

 その他 

物品

１．長期間未使用の事務用品や遊休（不用）備品の有効的な活用 
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（５）職員の環境意識の啓発推進 

本計画に掲げる取組を推進するためには、職員ひとりひとりの環境に対する意識向上が

必要であることから、職員を対象に啓発を行う。 

１．庁内電子掲示板等を利用し、職員に対し省エネや４R 等の情報提供・周知啓発 

　　２．環境団体等が実施する環境保全活動の情報提供・参加促進 

 

３．由布市公共施設等総合管理計画による取組 

　「由布市公共施設等総合管理計画」に基づき、公共施設の効率的な設置や統廃合を検討し、

維持管理費の縮減を図り、エネルギー使用量の抑制に努める。 

 

４．由布市行財政改革大綱等による取組 

　「由布市行財政改革大綱」等に基づき、行政経費の縮減等を図り、エネルギー使用量の抑制

に努める。 
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第５章　推進・点検体制及び進捗状況の公表 

 

１．推進体制  

本計画の推進を図るため以下の組織等を設置し、計画の着実な推進と進行管理を行う。  

 

（１）推進本部  

由布市庁議規程（平成28年訓令第16号）に規定する政策会議の構成員をもって組織し、

市長を本部長とし、副市長及び教育長を副本部長とする。  

計画の策定、見直し及び計画の推進又は点検を行う。  

 

（２）推進本部幹事会 

市の地球温暖化防止対策の施策の総合的な調整を図り、由布市環境基本計画の推進と

連動させるため、由布市環境基本計画推進庁内連絡会議設置要綱（平成29年訓令第15号）

で定める由布市環境基本計画推進庁内連絡会議が兼ねる。 

総括管理者を補助し、推進本部で行う事項その他本計画に関する協議及び調整を行う。 

 

（３）総括管理者 

由布市庁議規程第３条第８号で定める環境課長をもって充て、実行計画の推進に関する

総括管理をし、推進本部に対して提案又は報告を行い、必要に応じて、推進責任者に対し

指示することができる。 

 

（４）推進責任者  

課等の長をもって充て、所属職員や所管施設に対し、計画の総合的な推進を図る。  

 

（５）エコ推進員 

　　課等の長から指名された職員をもって充て、当該課等の二酸化炭素排出量の削減を推進

する。 

 

（６）事務局  

事務局を環境課に置き、計画全体の推進及び進捗状況の把握をし、総合的な進行管理そ

の他庶務を行う。 
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図２　実行計画推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画の進捗状況の調査・集計及び次年度の方針の策定 

　本計画を着実に実行するため、以下のように進捗状況の調査・集計を行い、次年度の 

方針策定を行う。特に、各課の取組状況について集約・周知することによって、本計画 

が全庁的・横断的に実行され、地域脱炭素に寄与するよう一層の推進を図る。 

 

①総括管理者・事務局は、推進責任者及びエコ推進員に対して定期的に進捗状況の調査・報

告を求める。 

②推進責任者・エコ推進員は、①に応じ、LAPPS を活用した所管施設等における電力・燃料

使用量進捗状況の報告、その他取組の進捗を報告する。 

③事務局は、②の報告を集計する。 

職員一人ひとりに波及（全庁的取組）

推進本部 

　　　　本 部 長：市長 

　　　　副本部長：副市長、教育長 

推進本部幹事会 

由布市環境基本計画 
推進庁内連絡会議

推進責任者 

各課等の長

総括管理者 

環境課長

事務局 

環境課

エコ推進員 

推進責任者が指名する職員
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④推進本部幹事会は③の進捗状況について点検評価を行い、次年度における重点推進 

　項目等をまとめた方針を作成し、総括管理者に報告する。 

⑤総括管理者は、④の報告を受け、推進本部に対して報告又は提案を行う 

⑥推進本部は、総合的に進捗状況の点検評価をし、次年度における方針を策定する。 

　さらに、次年度の方針等を推進責任者等に通知し、全庁的な周知を図る。 

 

図３　本計画の実行体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画及び計画の進捗状況の公表 

本計画の内容並びに計画の進捗状況、点検評価結果及び直近年度の温室効果ガス排出量

について、年１回程度公表する。 

 

４．計画の見直し 

　本計画は、国内外の地球温暖化問題を取り巻く状況、社会的動向、由布市環境基本計画の

変更等を踏まえて適宜見直しを行う。 

　

総括管理者・事務局

推進本部

推進本部幹事会

推進責任者・エコ推進員

⑥
方
針
の
決
定
・
周
知 ②報告①調査依頼

③集計

④点検評価

⑤報告・提案

課等の職員に対し、積極的な取組を勧奨

全職員（それぞれが担当する事務事業において、取組の実行）


